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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

１．基本的な考え方

　 当社は、経営の透明性の向上とコンプライアンスを重視した経営を徹底するため、コーポレート・ガバナンスの充実を図りながら、経営環境の変

化に迅速かつ柔軟に対応できる組織体制を構築することが重要な課題と位置付けた上で、組織改革を継続的に実施しております。また、当社は、
企業倫理の徹底を経営方針に揚げており、企業倫理を社内に普及・浸透させるために様々な施策を講じております。

　 当社では、経営責任を明確にする組織体制の構築と、経営の効率性を一層向上させることにより、企業としての社会的責任を果たしたいと考え

ております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２④】

当社では、現時点において議決権電子行使プラットフォームの利用や招集通知の英訳は実施しておりませんが、今後、当社の株主における機関
投資家や海外投資家の比率等に鑑み、必要に応じて適切な対応を検討してまいります。

【補充原則３－１②】

当社は、現状の株主構成を踏まえ、英語での情報開示・提供を実施致しませんが、当社株主構成における海外投資家比率に鑑み、必要に応じて
適切な対応を検討してまいります。

【補充原則３－１③】

当社におけるサステナビリティの取組みについては、「人々のコミュニケーションを豊かにする取り組みを提供し、笑顔と幸せを世界中の人に届け
ていくこと」を当社グループ・ミッションとして設定しております。本グループ・ミッションの達成に向け、計画立案・モニタリングを行い、取り組み状況
をホームページやIR資料等で公開してまいります。

【補充原則４－１②】

当社は、激しく変化するビジネス環境の中で、数値目標を前提とした中期的な業績予測を掲げることは、必ずしもステークホルダーの適切な判断
に資するものではないとの立場から、数値目標をコミットメントする中期経営計画は公表しておりません。一方、単年度予想と実績との乖離に関す
る原因分析は定期的に行っており、決算発表等を通じ株主を含むステークホルダーに対し開示・説明を行っております。

【補充原則４－１③】

最高経営責任者等の後継者の計画につき、現在のところ後継者育成の計画は具体的に立案しておりませんが、今後の経営理念や経営戦略等を
踏まえ必要性が生じた場合には、経営陣幹部候補の育成とともに、将来、透明性・公平性の高い後継者指名を行える体制を確立していきたいと考
えております。

【補充原則４－８①】

当社は、独立社外者のみを構成員とする会合を設定しておりません。しかしながら、情報共有のため、特に重要な事項については、当社常勤取締
役との間で事前に意見交換を行う場を設けるなど、独立社外者に対する十分な情報提供及び意見交換に努めております。

【補充原則４－８②】

当社は、社外取締役が1名であるため筆頭独立社外取締役の制度自体を設けておりませんが、社外取締役との情報共有のため、特に重要な事
項については、当社常勤取締役との間で事前に意見交換を行う場を設けるなど、独立社外者に対する十分な情報提供及び意見交換に努めてお
ります。

【補充原則４―１０①】

当社は、独立社外取締役を主要な構成員とする任意の委員会を設置しておりません。取締役候補者の指名については、社外取締役も出席する
取締役会において候補者の実績・経験・能力等を総合的に勘案し決定しております。また報酬の決定については、株主総会で決議された報酬総
額の範囲内において、社外取締役も出席する取締役会において適切に決定しております。以上の理由から、任意の諮問委員会等の設置は必要
なく、現行の仕組みで適切に機能していると考えます。

【補充原則４―１１③】

取締役会については、法令に定められる事項及び業務執行に係る重要事項等が適宜報告・決定されており、議論や発言内容、審議における十分
な時間の確保等から、現行の取締役会の実効性は確保されていると判断しており、現時点においては、取締役会全体の実効性について分析・評
価を実施しておりません。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】

当社は政策保有株式を保有しておりませんので、本原則には該当いたしません。

【原則１－７】

当社グループでは、毎月の取締役会ごとに役員に対し、関連当事者取引、当社取締役による競業取引及び利益相反取引について実施の有無を
調査・確認することに努めております。関連当事者取引、当社取締役による競業取引及び利益相反取引は、取締役会での審議・決議を要すること
としております。

【補充原則２－４①】

当社代表取締役は女性であり、女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等については、全管理職以上のうち１割以上を女性・外国人・中途
採用者とする自主目標を設定し、多様性の確保に取り組んでおります。中長期的な人材育成方針と社内環境整備方針については検討を進めてま
いります。

【原則２－６】

当社は確定給付企業年金制度を採用しておりませんので、本原則には該当いたしません。

【原則３－１】

（i）当社は「人々の思いが伝わる・つながる・広がる。世の中の日常に喜びと感動を提供します。」を経営理念としております。なお、当社の経営理
念等は、自社ウェブサイト、事業報告・有価証券報告書等で公表しております。

（ii）当社のコーポレートガバナンスの基本方針は、コーポレートガバナンス報告書及び有価証券報告書に記載しております。

（iii）当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。各取締役に支給する固定金銭報酬で
ある基本報酬については、取締役会決議に基づき代表取締役社長にその具体的内容の決定を委任するものとし、代表取締役社長は、株主総会
で決議した報酬等の総額の範囲 内において、報酬諮問会を任意の組織として設置し、報酬に関する社会的動向、当社の業績その他報酬水準の

決定に際し斟酌すべき事項を鑑み、取締役の職位及び職責を勘案の上、取締役会の同意を得て決定しております。

（iv）当社では、経営幹部の選任、取締役候補の指名にあたっては、当社の経営を的確、公正かつ効率的に遂行できる知識及び経験を有するか
否かを総合的に判断し、選任及び指名を行っております。

（v）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明、取締役・監査役
候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名理由を株主総会招集通知に記載しております。

【補充原則４－１①】

当社は、取締役会規程において、法令、定款に定められた事項、経営の基本方針など重要な業務執行に関する事項を取締役会において付議す
べき事項として規定しております。

取締役会規程により取締役会が決定すべきこととしている事項以外の重要事項については、組織規程にて定め、取引及び業務の規模や性質に
応じて社内部門長の職務権限、職務分掌等について明確にしております。

【原則４－９】

当社は、社外取締役の独立性については東京証券取引所の独立性基準に準拠した基準に基づき、実績・経験・知見も鑑み取締役会において率
直・活発で建設的な議論を期待できる人物を独立社外取締役の候補者として選定しております。

【補充原則４－１0①】

「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」に記載しております。

【補充原則４－１１①】

取締役の人数は定款で10名以内と決められており、現在は４名となっております。取締役会における活発かつ自由な議論を行うために適正な規
模であると判断しております。また、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス及び多様性を考慮した構成としています。業務執行取締
役においては、豊富な知識や経験、実績を有し、多様な専門性を持ったメンバーで構成されていることが必要と考えております。社外取締役につ
いては、多様な視点、経験及び高い専門性を持つメンバーで構成されることを必要としております。監査役については、監査に必要とされる会計財
務、事業の運営、研究開発、販売等の業務知識を有するメンバーのバランスを考慮して構成されることを必要としております。

【補充原則４－１１②】

当社の取締役及び監査役に関する、上場会社役員を含む重要な兼務の状況につきましては、株主総会参考書類、事業報告、有価証券報告書等
の開示書類にて毎年開示致します。また、兼務先状況は合理的な範囲であると判断しております。

【補充原則４－１１③】

「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」に記載しております。

【補充原則４－１４②】

当社は、個々の役員の知識や経験を勘案の上、期待される各自の役割や責務を十分に果たせるよう、定期的に外部研修や外部の専門家等を講
師に招いた講習会などを実施してまいります。そのほか、関係団体への継続的な参加・活動を通じた専門性の向上を図ってまいります。さらに社
外役員においては、業務執行取締役等からの説明により、当社の事業、経営戦略等について理解を深める機会を提供いたします。　

【原則５－１】

当社では、広報・IR担当役員を中心にIR体制を構築しており、広報・IR室がIR担当部署となって、株主や投資家に対して決算説明会を実施いたし
ております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

永田　浩一 3,158,135 17.70

長谷川　聡 438,159 2.46

株式会社ヴァスダックキャピタル 429,000 2.40

auカブコム証券株式会社 369,800 2.07

日本証券金融株式会社 308,400 1.73

上原　彩美 275,507 1.54

山下　博 207,100 1.16

吉川　雅之 193,218 1.08

松本　真也 192,100 1.08

永田　仁美 186,881 1.05

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はございません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

鴇崎　俊也 他の会社の出身者

田村　幸広 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鴇崎　俊也 ○

当社社外取締役及び独立役員であります
。

当社とは人的関係、資本関係、取引関係
その他の利害関係はありません。

＜招聘理由＞

鴇崎　俊也氏は、取締役及び監査役として活
躍されてきたご経験を持ち、会社経営での目線
で、当社の経営全般に関して独立した立場から
的確な助言、厳しいご指摘をいただけるものと
考え、社外取締役として選任しております。

＜独立役員指定理由＞

株式会社東京証券取引所が定める独立性の
要件を満たしており、過去及び現在において取
引など独立性に影響を及ぼす事実はなく、一般
株主と利益相反が生じるおそれはないものと判
断し、東京証券取引所有価証券上場規程第43
6条の2に基づき、独立役員として指定しており
ます。

田村　幸広 ○

当社社外取締役及び独立役員であります
。

当社は、社外取締役の田村幸広氏が業
務執行者であったアンドロボコアテクノロ
ジー株式会社、株式会社カーネルジャパ
ン、株式会社V ANDROBO及びアンドロボ

ディオーナ株式会社との間に取引があり
ますが、取引の規模は僅少であり、社外
取締役の独立性に影響を及ぼすものでは
ありません。

また、同氏が業務執行者である株式会社
モスペン研究所、アンドロボティクス株式
会社及び株式会社ロボットセキュリティポ
リスとの間にも取引がありますが、取引の
規模に照らして、取引の規模は僅少であ
り、社外取締役の独立性に影響を及ぼす
ものではありません。

＜招聘理由＞

田村　幸広氏は、取締役として活躍されてきた
ご経験を持ち、会社経営での目線で、当社の
経営全般に関して独立した立場から的確な助
言、厳しいご指摘をいただけるものと考え、社
外取締役として選任しております。

＜独立役員指定理由＞

株式会社東京証券取引所が定める独立性の
要件を満たしており、過去及び現在において取
引など独立性に影響を及ぼす事実はなく、一般
株主と利益相反が生じるおそれはないものと判
断し、東京証券取引所有価証券上場規程第43
6条の2に基づき、独立役員として指定しており
ます。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社は監査法人アヴァンティアと監査契約を締結し、会計に関する事項の監査を受けております。その監査業務内容について、監査役会が会計
監査人と適時打合せを行い、会計監査法人の当社に対する指摘事項の把握をし、改善助言及び改善状況の確認を行っております。

　監査役は内部監査部門から適時その内部監査の報告を受け、内部監査に関する計画・実施状況等についての協議を行い、連携強化を図って
おります。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

神谷　善昌 公認会計士

溝田　吉記 他の会社の出身者

櫻井　光政 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

神谷　善昌 ○

当社社外監査役及び独立役員であります
。

当社とは人的関係、資本関係、取引関

係その他の利害関係はありません。

＜招聘理由＞

神谷　善昌氏は、公認会計士として会計におけ
る高度な専門知識と豊富な経験を有しており、
社外監査役としての職務を適正に遂行できるも
のとの判断から、社外監査役に選任しておりま
す。

＜独立役員指定理由＞

株式会社東京証券取引所が定める独立性の
要件を満たしており、過去及び現在において取
引など独立性に影響を及ぼす事実はなく、一般
株主と利益相反が生じるおそれはないものと判
断し、東京証券取引所有価証券上場規程第43
6条の2に基づき、独立役員として指定しており
ます。

溝田　吉記 ○

当社社外監査役及び独立役員であります
。

当社とは人的関係、資本関係、取引関

係その他の利害関係はありません。

＜招聘理由＞

溝田　吉記氏は、当社事業と関連性の高いＩＴ
システム分野の会社経営に関与しており、豊富
な知識と経験を当社の社外監査役として活か
していただけるものとの判断から、社外監査役
に選任しております。

＜独立役員指定理由＞

株式会社東京証券取引所が定める独立性の
要件を満たしており、過去及び現在において取
引など独立性に影響を及ぼす事実はなく、一般
株主と利益相反が生じるおそれはないものと判
断し、東京証券取引所有価証券上場規程第43
6条の2に基づき、独立役員として指定しており
ます。

櫻井　光政 ○

当社社外監査役及び独立役員であります
。

当社は、社外監査役の櫻井光政氏が代
表を務める桜丘法律事務所との間に取引
がありますが、取引の規模は僅少であり、
社外監査役の独立性に影響を及ぼすもの
ではありません。

＜招聘理由＞

櫻井　光政氏は、弁護士としての専門知識・経
験等を当社の監査体制の強化に活かしていた
だけるものとの判断から、社外監査役に選任し
ております。

＜独立役員指定理由＞

株式会社東京証券取引所が定める独立性の
要件を満たしており、過去及び現在において取
引など独立性に影響を及ぼす事実はなく、一般
株主と利益相反が生じるおそれはないものと判
断し、東京証券取引所有価証券上場規程第43
6条の2に基づき、独立役員として指定しており
ます。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の取締役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対して、ストックオプションとして新株予約権を付与する制度を導入しておりま
す。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

当社の職務遂行及び業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的とし、当社の取締役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員
に対して、ストックオプションとして新株予約権を付与する制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2022年３月期における当社の取締役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

　取締役　4名　基本報酬　33,600千円　ストック・オプション　0千円　報酬の総額　33,600千円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

（１）基本方針

取締役の報酬額については、会社の規模、業績を考慮し、取締役の職位及び職責等に応じて固定金銭報酬である基本報酬と中長期的インセン
ティブとしての非金銭報酬としてのストックオプションにより構成しております。

（２）基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　　　　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定金銭報酬とし、会社の規模、業績を考慮した各人の役職及び職責等に応じ、総合的に勘案して決
定するものとしております。

（３）非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針

当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するため、非金銭報酬としてストックオプションを付与する
場合があります。付与数は職位及び職責等に応じて決定するものとしております。

（４）金銭報酬の額、非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

中長期的な企業成長へ貢献し、かつ株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲が高まるように
、最も適切な支給割合となることを方針としております。

（５）取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。各取締役に支給する固定金銭報酬である
基本報酬については、取締役会決議に基づき代表取締役社長にその具体的内容の決定を委任するものとし、代表取締役社長は、株主総会で決
議した報酬等の総額の範囲内において、報酬諮問会を任意の組織として設置し、報酬に関する社会的動向、当社の業績その他報酬水準の決定
に際し斟酌すべき事項を鑑み、取締役の職位及び職責を勘案の上、取締役会の同意を得て決定しております。



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役のサポート体制といたしましては、担当セクション等は特に設けておりませんが、取締役会への出席等、重要な会議に出席しながら
情報共有するとともに、必要に応じて適時監査状況の報告を受けております。

　また、社外監査役についてもサポートとして担当セクション等は特に設けておりませんが、常勤監査役より定期的に報告を行うとともに、上記同
様に適時監査状況の情報の共有化を図っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１　株主総会

　株主総会は、株式会社の最高意思決定機関として、会社法及び定款に定められた重要事項を決議する機関であるとともに、株主から直接ご意
見等を伺える重要なものであると考えております。

２　取締役会

　取締役会は、経営の意思決定及び取締役の職務執行の監督、管理を行う機関であり、原則として毎月１回、及び必要に応じて随時開催しており
、健全に機能しております。当社の取締役は、代表取締役１名、社内取締役２名及び社外取締役２名の合計５名で構成されており、取締役会には
監査役も出席しております。

３　監査役会

　監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名で構成されており、各監査役は、監査役会で定めた監査の方針・計画等に従い、取締役会そ
の他の重要な会議への出席、重要な決裁書類等の閲覧、社内各部の監査、子会社の調査等により、取締役の職務の執行、内部統制等について
監査しております。

４　監査役

　監査役は、監査役監査を支えるに十分な人材を確保した上で、取締役の職務執行について、監査役会の定める監査基準に基づき監査を実施し
ます。監査役は、取締役会への出席のほか、代表取締役との意見交換、取締役、執行役員その他使用人からの業務執行状況の聴取、内部監査
部門及び会計監査人との意見交換等により、取締役の職務の執行状況を監査し、経営監視機能を果たしております。"

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　上記２．のとおり、社外取締役及び監査役による経営への牽制機能の強化や、上記各機関相互の連携により、経営の健全性・効率性及び透明
性が十分に確保できるものと認識しているため、現状の企業統治体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 株主総会開催日は想定される集中日を避けて設定する予定であります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　本決算後を含め、年１～２回の説明会を実施する予定であります。 あり

IR資料のホームページ掲載
　決算情報の更なる充実及び適時開示情報、プレスリリース等を掲載しており
ます。

IRに関する部署（担当者）の設置 　ＩＲに関する担当部署は広報・IR室であります。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　情報開示の重要性が高まる社会におきまして、当社は、株主をはじめとするあらゆるステ
ークホルダーに対し説明責任を果たすとともに、積極的なＩＲ活動を行うことでディスクロー
ジャーを更に充実させ、経営の透明性の向上を図ってまいります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１　内部統制システムに関する基本的な考え方

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、業務を適正かつ効率的に運営していくことと、コンプライアンスの徹底による公正な経営体制の
維持とのバランスが取れた組織を目指しており、それを実現するための内部統制システムの整備を重要課題として取り組んでおります。

２　内部統制の仕組み

　内部統制は、内部監査部門が所管し、監査計画をもとに内部監査を行っております。内部監査部門の内部監査は、社長の承認により別に指名
された者が行っております。

　内部監査は定期監査に加え、必要に応じて臨時監査を実施する体制をとっており、会社の戦略的な意思決定が社員の業務活動に適正かつ効
率的に反映されているか等を監査しております。

３　最近１年間における実施状況

　当社では、コンプライアンスの強化を推し進めるため、管理体制の強化を行ってまいりました。取締役及び部門長で構成される経営会議にて法
令遵守についての確認を行い、各部門長が部門内に周知徹底を図り、また、Eラーニングを活用して全社へのコンプライアンス教育を実施するな
ど、法令遵守に対する意識向上及び状況把握に努めてまいりました。具体的には、内部統制報告制度への対応や規程の見直し及び改善等を実
施いたしました。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（1）基本的な考え方

　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係等一切の関係を遮断し、これらの者に対して毅然とした態度で対応いたします。

（2）反社会的勢力排除に向けた整備状況

　反社会的勢力排除に向けた整備状況として、反社会勢力による不当要求に備え、平素より顧問弁護士、警察等の外部専門機関との連携を強化
し、反社会的勢力に関する情報の収集、管理を行っております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



適時開示体制の概要図

①発生事実 ②決定事実 ③決算事実

各部署 各部署 管理部

↓　報告 ↓　報告 ↓　数値情報及び定性的情報

情報管理責任者 情報管理責任者 開示資料作成

↓　協議 ↓　協議 ↓　報告

代表取締役社長、監査役
情報管理責任者、関係各部署

代表取締役社長、監査役
情報管理責任者、関係各部署

情報管理責任者

↓　指示 　　　↓　決議機関による承認 ↓　協議

情報管理責任者 取締役会
代表取締役社長、監査役

情報管理責任者、関係各部署

↓　開示情報登録 ↓　指示 ↓　決議機関による承認

証券取引所 情報管理責任者 取締役会

↓　適時開示 ↓　開示情報登録 ↓　指示

投資家 証券取引所 情報管理責任者

↓　適時開示 　　　↓　開示情報登録

投資家 証券取引所

↓　適時開示

投資家


